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歳入歳出差引残金

１億８，７７９万７，４２４円は、

令和元年度へ繰越します

平成３０年度一般会計歳出決算額は５９億８，４９５万４，４９５円となりました。民生費は、子育て支援センター（み
ほふれ愛プラザ）の管理費３，７００万円及び保育所のトイレ・プールの改修費等２，８００万円を行いましたが、国
民健康保険税の改正に伴い国民健康保険特別会計繰出金１億０，６００万円が減少となったこと等により８，１００万
円の減となりました。農林水産業費は、強い農業づくり補助金（ミニトマトの施設整備）等があったため１億
７，４００万円の増となっています。消防費では、屋外防災行政無線整備事業で災害時に多くの住民の方に情報
配信を行うため屋外に同報系防災行政無線（スピーカー）の設置等を行い３億２，９００万円と大きく増加して
います。前年度と比較すると歳出総額で５億２，５１２万８，２３７円（９．６％）の増加となりました。

５９億８，４９５万４，４５５円歳 出

【一般会計歳出】

※平成３１年４月１日現在の人口
　１５，２９３人で割り戻した額。
※平成３１年４月１日現在の人口
　１５，２９３人で割り戻した額。

３９１，３５３円３９１，３５３円

 村民一人当りの
歳出額

 村民一人当りの
歳出額

商工費（０．３％）
　１，９９０万０，１４４円
商工費（０．３％）
　１，９９０万０，１４４円

民生費（２７．２％）
　１６億２，７２５万１，２３６円
民生費（２７．２％）
　１６億２，７２５万１，２３６円

教育費（１４．３％）
　８億５，９３１万８，６７５円
教育費（１４．３％）
　８億５，９３１万８，６７５円

土木費（６．５％）
　３億８，８４１万４，７８９円
土木費（６．５％）
　３億８，８４１万４，７８９円

消防費（１０．８％）
　６億４，６２５万１，６９８円
消防費（１０．８％）
　６億４，６２５万１，６９８円

農林水産業費（７．６％）
　４億５，６３２万８，９４９円
農林水産業費（７．６％）
　４億５，６３２万８，９４９円

議会費（１．９％）
　１億１，１０８万２，８９８円
議会費（１．９％）
　１億１，１０８万２，８９８円

総務費（１２．２％）
　７億２，９９５万０，９８１円
総務費（１２．２％）
　７億２，９９５万０，９８１円

衛生費（９．０％）
　５億３，５９９万７，５５８円
衛生費（９．０％）
　５億３，５９９万７，５５８円

積立金（０．９％）
　５，２５５万円
積立金（０．９％）
　５，２５５万円

維持補修費（０．６％）
　３，５２０万円
維持補修費（０．６％）
　３，５２０万円

投資及び出資金
・貸付金（０．０％）２１０万円
投資及び出資金
・貸付金（０．０％）２１０万円

人件費（２１．８％）
　１３億０，６５５万円
人件費（２１．８％）
　１３億０，６５５万円

議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等
議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等

医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金
医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金

小・中学校管理運営経費、
光と風の丘公園管理費
小・中学校管理運営経費、
光と風の丘公園管理費

行政情報化推進事業費、
賦課及び徴収事務費
行政情報化推進事業費、
賦課及び徴収事務費

屋外防災行政無線整備事業、
稲敷広域消防負担金、
消防団運営費

屋外防災行政無線整備事業、
稲敷広域消防負担金、
消防団運営費

予防接種および健診事業、ゴミ処理および
斎場運営（江戸崎地方衛生土木組合負担金）
予防接種および健診事業、ゴミ処理および
斎場運営（江戸崎地方衛生土木組合負担金）

児童手当、障がい者
福祉サービス費等
児童手当、障がい者
福祉サービス費等

一部事務組合負担金（江戸崎地
　方衛生土木組合等）、各種団
　　体補助金等

一部事務組合負担金（江戸崎地
　方衛生土木組合等）、各種団
　　体補助金等

消耗品、委託料、
備品購入費等
消耗品、委託料、
備品購入費等

屋外防災行政無線整備費、
道路新設改良及び維持補修費等
屋外防災行政無線整備費、
道路新設改良及び維持補修費等

補助費等（１４．９％）
　８億９，２４７万円
補助費等（１４．９％）
　８億９，２４７万円

普通建設事業費（１６．７％）
　９億９，９３９万円
普通建設事業費（１６．７％）
　９億９，９３９万円

物件費（１２．３％）
　７億３，４５０万円
物件費（１２．３％）
　７億３，４５０万円

扶助費（１１．１％）
　６億６，４８５万円
扶助費（１１．１％）
　６億６，４８５万円

公債費（１０．２％）
　６億１，０４６万円
公債費（１０．２％）
　６億１，０４６万円

歳出の

性質別内訳

公債費（１０．２％）
　６億１，０４５万７，５２７円
公債費（１０．２％）
　６億１，０４５万７，５２７円

地方債元利償還金地方債元利償還金

※各項目の主な歳出※各項目の主な歳出

特別会計への補助金特別会計への補助金

繰出金（１１．５％）
　６億８，６８９万円
繰出金（１１．５％）
　６億８，６８９万円

一　般　会　計

６１億７，２７５万１，８７９円歳 入

平成３０年度一般会計歳入決算額は６１億７，２７５万１，８７９円で、繰入金等は大きく減少となりましたが、屋外防
災行政無線整備事業及び光と風の丘公園改修事業に伴う村債３億６，０３５万円増、強い農業づくり補助金等に
よる県支出金１億７，２９５万円の増等により、前年度と比較して５億０，７４３万１，２０６円（９．０％）の増となりまし
た。内訳は、村税、繰越金、繰入金、寄附金等の自主財源が３０億７，９３６万７，４１１円（４９．９％）、これに対して
国・県支出金、地方交付税、村債、地方消費税交付金等の依存財源は３０億９，３３８万４，４６８円（５０．１％）となっ
ています。村税は対前年度比１．６％、３，８１７万２，３２８円増収となりました。

【一般会計歳入】

その他（１．５％）
　ゴルフ場利用税交付金・自動車取得税交付金・配当割交付金・株式等譲渡
　所得割交付金・地方特例交付金・利子割交付金・交通安全対策特別交付金

　９，２７４万１，７３２円

村たばこ税（１．４％）
　８，６５１万７，７５６円

繰越金（３．３％）
　２億０，５４９万４，４５５円

軽自動車税（０．８％）
　５，０２１万０，０４９円

繰入金（１．９％）
　１億１，４２０万４，１１８円

村民税（１６．７％）
　１０億２，７５２万４，３６６円
村民税（１６．７％）
　１０億２，７５２万４，３６６円

固定資産税（２０．３％）
１２億５，５８５万４，２７８円
固定資産税（２０．３％）
１２億５，５８５万４，２７８円

地方交付税（１５．７％）
　９億７，１４９万５，０００円
地方交付税（１５．７％）
　９億７，１４９万５，０００円

寄附金・諸収入等（５．５％）
　３億３，９５６万２，３８９円
寄附金・諸収入等（５．５％）
　３億３，９５６万２，３８９円

村債（１３．４％）
　８億２，５５６万３，０００円
村債（１３．４％）
　８億２，５５６万３，０００円

県支出金（７．７％）
　４億７，４６８万３，５００円

地方消費税交付金（４．７％）
　２億８，８５９万２，０００円

地方譲与税（１．３％）
　８，２６９万３，０００円

国庫支出金（５．８％）
　３億５，７６１万６，２３６円

村税（３９．２％）
２４億２，０１０万６，４４９円
村税（３９．２％）
２４億２，０１０万６，４４９円

依存財源　　　５０．１％
３０億９，３３８万４，４６８円

自主財源　　　４９．９％
３０億７，９３６万７，４１１円

美浦村の平成３０年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会
計）が、９月の村議会定例会で認定されました。すべての会計を
集計した決算の総額は、歳入では１１０億６，３４２万９，１９７円、歳出
では１０８億５，２１５万１，３４２円となりました。前年度と比較して、
歳入で０．９％減、歳出で０．５％増となっています。

『人と自然が輝くまち美浦』をめざして

　　　　　　　村のお金はこのように使われました

『人と自然が輝くまち美浦』をめざして

　　　　　　　村のお金はこのように使われました
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政指標

《資金不足比率》公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率。２０％以上で経営健全化団体となり、
公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければなりません。美浦村に資金不足額はありません。

《実質赤字比率》一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※１５％以上で財政健全化団体、２０％以上で財政再生団体。

《実質公債費比率》一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率。
※１８％以上で地方債を発行する際に県知事の許可が必要。２５％以上で財政健全化団体。３５％以上で財政再生団体。
※財政健全化団体は地方債発行で一部制限有り。財政再生団体は地方債発行で多くの制限有り。

《将来負担比率》地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき、現時点での実質
的な負債の標準財政規模に対する比率。３５０％以上で財政健全化団体となります。

《連結実質赤字比率》全ての会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※２０％以上で財政健全化団体、３０％以上で財政再生団体。

５．４％５．４％

３５．４％３５．４％

なしなし

なしなし
健全化判断比率健全化判断比率

公営企業会計資金不足比率公営企業会計資金不足比率

村の預金（基金）と借金（地方債残高）の状況

借金（地方債残高）１４１億２，８７２万円借金（地方債残高）１４１億２，８７２万円

２億４，１４７万円

１，１２９万円

８，０７２万円

１，８２０万円

１２億３，４２７万円

１１億８，０８２万円

１，１３１万円

１億８，１６４万円

８，９７１万円

４４億０，８２７万円

７，３５３万円

７５億３，１２３万円

４６億４，４５５万円

４億３，８６７万円

５０億８，３２２万円

一般公共事業債

災害復旧事業債

緊急防災・減災事業債

全国防災事業債

教育・福祉施設等整備事業債

一般単独事業債

厚生福祉施設整備事業債

財源対策債

減税補てん債

臨時財政対策債

都道府県貸付金

計

公共下水道事業

農業集落排水事業

計

３億９，７９９万円

１億０，１６２万円

４，４０７万円

６，６７４万円

１億８，９２５万円

６，０９９万円

２億２，３３１万円

１，２７７万円

８０３万円

１，７４６万円

２，８２４万円

３０９万円

１億１，３００万円

４４２万円

１２億７，０９８万円

財政調整基金

減債基金

ふるさと基金

公共公益施設整備基金

地域福祉基金

陸平基金

学校施設建設基金

地域振興基金

安中地区総合開発関連公共施設整備基金

学校教育振興基金

ふるさと応援基金

公共施設の屋根貸し等による太陽光発電事業基金

土地開発基金

収入印紙等購買基金

計

預金（基金の現在高）２２億７，５２１万円預金（基金の現在高）２２億７，５２１万円

《基金》家計でいう貯金。特定の目的のために維
持、積立、運用する財産です。

《地方債》家計でいう借金。臨時突発的な出費や
将来の住民も経費を分担することが公平である
場合等に、村の資金調達のために負担する債務
です。臨時財政対策債など後年度に国が補填す
る地方債を考慮した実質負担額は約６１億８千万
円で前年度末より約1億円減少しました。

《平成３０年度末現在》

０

５

１０

１５

２０

２５

３０

〔単位：億円〕〔単位：億円〕基金残高の推移基金残高の推移

Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度

一般会計 特別会計

一

般

会

計

一

般

会

計

特
別
会
計

８億５，４７１万円

６億５，９５６万円

１５億１，４２７万円

水道事業

電気事業

計

企
業
会
計

８２８万円

２億３，８０１万円

５億８，５５８万円

１億７，２３６万円

１０億０，４２３万円

国民健康保険支払準備基金

農業集落排水事業基金

公共下水道事業基金

介護給付費準備基金

計

特

別

会

計

１６．７１６．７

８．６８．６

１５．２１５．２

９．５９．５

１３．３１３．３

１０．２１０．２ １０．４１０．４

１２．５１２．５

２５．３２５．３ ２４．７２４．７
２２．９２２．９

１０．０１０．０

１２．７１２．７

２２．８２２．８２３．５２３．５

　　　　　　　　　保険料徴収額は、１億０，７０５万８，６１０円（特別徴収額７，４１３万８，１００円、普通徴収額３，２６５万１，６００円、滞納
繰越分２６万８，８５０円）で、被保険者数（平成３０年度末）は２，１３５人となっています。

44広報みほ　令和元年１１月号広報みほ　令和元年１１月号

５，０７９万１，９６３円５，０７９万１，９６３円

特　別　会　計

１８億３，０４１万１，８１０円１８億３，０４１万１，８１０円

１８億１，２２９万４，３５１円１８億１，２２９万４，３５１円
国 民 健 康 保 険

歳入

歳出

１，８１１万７，４５９円を
令和元年度へ繰越

１億６，９５６万５，０３０円１億６，９５６万５，０３０円

１億５，９２５万７，８００円１億５，９２５万７，８００円

１,０３０万７,２３０円を
令和元年度へ繰越

農業集落排水事業
歳入

歳出

８億９，４２２万８，４７０円８億９，４２２万８，４７０円

８億７，０２９万５，１８０円８億７，０２９万５，１８０円

２,３９３万３,２９０円を
令和元年度へ繰越

公共下水道事業
歳入

歳出

１１億８，１５９万９，８０６円１１億８，１５９万９，８０６円

１１億６，０５４万１，２１０円１１億６，０５４万１，２１０円

２，１０５万８，５９６円を
令和元年度へ繰越

介 護 保 険
歳入

歳出

１億４，１６８万３，６１２円１億４，１６８万３，６１２円

１億４，２６４万９，９０９円１億４，２６４万９，９０９円 　　９６万６，２９７円を
令和元年度へ繰越

後期高齢者医療
歳入

歳出

５億６，１３４万４，２０８円５億６，１３４万４，２０８円

５億４，４１８万９，６８７円５億４，４１８万９，６８７円

２８０万８，０００円２８０万８，０００円

７，７１２万３，６８２円７，７１２万３，６８２円

差引

差引

１，７１５万４，５２１円

△７，４３１万５，６８２円

企　業　会　計

水道事業

収益的

資本的

収入

支出

差引

５，７０５万０，６８３円
収益的

収入

支出

収入

支出

０円０円

５，１０１万９，４０２円５，１０１万９，４０２円

１億０，８０７万０，０８５円１億０，８０７万０，０８５円

電気事業

資本的
収入

支出

差引

　　　　　　　　歳入の主なものは、県支出金１１億３，９６８万０，９３０円と国民健康保険税４億３，４１０万８，４２９円で、全体の約８６％
を占めます。国民健康保険税のうち、現年課税分徴収額は４億１，３７１万９，６８０円で、被保険者一人あたり１０万１，８７６円（年間
平均被保険者４，０６１人）です。歳出では、保険給付費１１億１，３７８万７，５３２円と、国民健康保険事業費納付金５億６，３３２万６，９８９円
で、全体の約９３％を占めます。国民健康保険事業費納付金は平成３０年度から茨城県が国保財政の運営主体になったことに
より、県が市町村ごとに医療給付費等の見込みを立てた上で公費等の拠出で賄われる部分を除いた納付額を決定し、村が
納付するものです。

　　　　　　　　　　舟子、信太、安中・大須賀津地区の保守点検と運転管理を行いました。施設の老朽化により修繕料が
多くなっています。舟子地区４３９万６，９５０円、信太地区９万９，３６０円、安中・大須賀津地区８０９万４，３０８円を支出しました。
また、県税の森林湖沼環境税を活用した下水道接続工事費補助金が拡充されたことに伴い、補助金の交付を行いました。

　　　　　　　　　主に土屋地区、南原地区、布佐南部地区の一部のについて面整備管渠工事（延長約２，９３５ｍ）を実施しま
した。また、本年度も公共下水道への早期新規接続者に対し接続工事補助金を交付しました。

　　　　　　保険料徴収額は２億６，３３９万０，６１０円（特別徴収額２億３，７４２万９，２６０円、普通徴収額２，４１８万８，７９７円、滞納繰越
分１７７万２，５５３円）で、第１号被保険者数は４，５４１人、認定者数は６３７人、保険給付費は１０億４，７３０万４，７２６円となっています。

　　　　　　収益的収入支出は水を供給するための経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備・拡充等に
要する支出及び償還金とその財源の収入のことです。不足額については留保資金（減価償却費など）等で補填しています。
平成３０年度は村内１地区（１カ所）の配水管布設工事（１７９．３５ｍ）等を行いました。平成３０年度も新規加入促進のため加入分
担金の減免措置を実施しました。

　　　　　　収益的収入は主に売電で得た収入です。当初の発電見込を１２１．５７％上回る２７７万９，５０５ｋＷｈを発電しました。
収益的支出は主に発電所に係るメンテナンス委託料や建設費の減価償却費となっています。

△５，０７９万１，９６３円△５，０７９万１，９６３円

【国民健康保険】

【農業集落排水事業】

【公共下水道事業】

【介護保険】

【後期高齢者医療】

【水道事業】

【電気事業】
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